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「GD100」フェーズIの3つの指針

2006年度からスタートした中期経営計画「グラ

ンドデザイン100（GD100）」で、横浜ゴムグ

ループは「トップレベルの環境貢献企業」を目指

すことを明らかにしました。まず「GD100」の

フェーズI（2006～2008年度3カ年計画）におい

て、環境マネジメントの高度化を強力に推進す

る計画です。そのために「グローバル環境経営」、

「環境貢献商品」、「トップレベルの環境対応」の3

つの指針を掲げています。

環境経営

横浜ゴムグループは2006年度から開始した新中期経営計画「GD100」の下、「トップレベルの環境貢献企業」を
目指しています。そのため「環境マネジメントの高度化」をテーマに掲げ、執行責任を明確化した
横浜ゴムグループ全体の推進体制を確立しました。
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「GD100」フェーズIの3つの指針

トップレベルの環境貢献企業

グローバル環境経営

生産23、販売54拠点で
同質の環境経営を実施する

グローバル環境経営執行体制を
構築し、運用する

環境貢献商品

環境貢献商品の
定義・コンセプトを統一する

新商品はすべて環境貢献商品を
目標として開発する

トップレベルの環境対応

産業廃棄物の再資源化
99％達成（2009年度末100％）

温室効果ガスを
1990年比12％削減

環境マネジメントの高度化

環境行動指針
（環境基本方針はP6を参照）

■ 資源の節約と再利用

廃棄物の削減とマテリアルリサイクル技術の向上に努め

ます。

■ 地球に優しい商品の提供と資材の購入

環境負荷低減型商品の開発とグリーン調達に努めます。

■ 環境保全活動の強化

化学物質管理活動の強化を行い、有機溶剤の排出量削減

に努めると同時に、関係環境法令の遵守による環境保全

に努めます。

環境プログラムを再点検し、従業員一人ひとりの役割を明

確化し、行動を開始します。

■ 地球環境への影響を配慮した企業活動

地球温暖化防止対策としての二酸化炭素排出量削減に努

めます。

■ 環境管理体制の整備

国内、海外生産拠点の「ISO14001」の継続的改善と従業

員の教育啓発に努めます。

管理職を含む全従業員が、環境負荷を低減するために何

をするか、そのかかわり方を自覚し、課題化し具体的行動

を実践します。

■ 良き企業市民としての活動

環境への取り組み状況などを積極的に情報開示します。

個人レベルにおいても環境問題を理解し、身近なところか

ら具体的行動を起こします。

「トップレベルの環境貢献企業」を目指すイメージ図



継続的な改善活動を通して目標を達成します

常務執行役員
品質保証担当兼環境保護推進室担当兼
研究本部長

檀上正通

新中期経営計画「GD100」の目標のひ

とつである「トップレベルの環境貢献企業」を目指し、事業

の全分野で環境への取り組みを強化しています。特に環境

経営高度化のため、環境マネジメントシステムのグローバ

ル展開、2017年度までにすべての商品を環境貢献商品へ、

最高水準の環境対応という3つの指針を掲げました。本報

告書でご紹介している通り、その内容は多岐にわたります

が、私は環境への取り組みにおいても「現場・現物・現実」の

三現主義で地道な改善を継続していくことが基本であり、

そこから豊かで持続可能な社会に貢献できる企業風土が生

まれるものと考えます。目標に向けて、達成の手段を具体

的に明らかにし、一つひとつの成果を確認しながら、全員で

活動していきます。
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環境経営推進体制

社　長

環境保護推進会議
議長：社長

副議長：環境担当役員

メンバー：担当役員

事務局：環境保護推進室

環境担当役員

環境保護推進室

化学物質管理委員会

廃タイヤ3R推進委員会

地球温暖化対策委員会

環境貢献商品委員会

委員長：常務執行役員　檀上正道

委員長：常務執行役員　白木敏彦

委員長：常務執行役員　檀上正道

委員長：執行役員　鈴木俊彦
環境貢献商品にかかわる企画・設計・開発・広報のコンセプト統合を図る。
環境貢献商品の具体的定義及び数値目標を設定する。

タイヤ各工場環境会議

MB各工場環境会議

関連企業環境会議

本社機構環境会議

販売会社環境担当

タイヤ生産環境部会 部会長：常務執行役員　高山章久

MB生産環境部会 部会長：執行役員　伊澤俊夫

関連企業生産環境会議 統括：理事　篠田 茂

本社・販売環境推進部会 部会長：執行役員　弓削道雄

環境貢献商品委員会設立の狙い

環境に関する経営、商品、生産のコンセプト／戦略の統一

トップレベルの環境貢献企業

環境保護推進会議

トップレベルの
環境対応商品

トップレベルの
環境対応生産

トップレベルの
環境対応経営

環境貢献商品委員会

環境貢献商品の提供

環境に感度の高いユーザーが満足する商品提供

環境経営推進体制を強化

横浜ゴムグループは2005年6月、環境経営の執行責任を明確化

した推進体制を確立しました。タイヤ、MB、関連企業の生産部

門、及び本社などオフィス部門での執行責任を明確化したほか、

化学物質管理、廃タイヤ3R推進、地球温暖化対策について委員

会を設けました。さらに2006年6月、環境貢献商品に関する委

員会を設立。同委員会はタイヤ、MB事業の企画・技術関連部署

及び研究本部メンバーで構成され、環境貢献商品の定義、グ

リーン調達法への対応などを課題に活動を開始しました。

環境経営推進体制




